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研究成果の概要（和文）：アメリカのインドシナ関与の開始については既に多方面から検証が進んでいたが、東
南アジア（旧）植民地・各地域に対するアメリカの政策の相互連関を検証しようとする分析は稀であった。先行
研究では植民地戦争としての色彩が濃いインドネシア独立戦争と、西欧や中国由来の冷戦の脅威が強調されるイ
ンドシナ戦争とは異なる性質のものと理解されてきた。本研究では、欧米各国の政府一次資料に基づいてアメリ
カのインドネシア独立戦争への介入開始からインドシナ戦争への経済・軍事支援へと展開する軌跡を追い、この
2つの戦争をめぐるアメリカ外交に強い継続性を見出した。アメリカ東南アジア関与の見過ごされてきた一端の
解明を目指した。

研究成果の概要（英文）：The previous literature on U.S. diplomacy in the early phase of the Cold War
 tends to treat U.S. policies toward each Southeast Asian country as independent from each other. 
However, by examining PPS 51, a policy document of the State Department, in order to explore the 
origins of the U.S. intervention in Vietnam, it is found that the U.S. State Department applied 
lessons drawn from its engagement in the Dutch-Indonesian War to the handling of the French 
Indochina War. Thus, our findings clearly show that the involvements in these two wars were closely 
interconnected. So, to figure out the whole picture of the origins of the Vietnam War, it is 
important for us to take into account U.S. policies toward other parts of Southeast Asia, such as 
Indonesia.

研究分野： 国際関係史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、戦後アメリカの東南アジア外交の起源の一つを解明し、アメリカが戦後初めてこの地域
に介入したものの先行研究で忘れられがちであったインドネシア独立戦争がもたらしたアメリカ外交へのインパ
クトを再発見し再評価を行ったことである。さらに冷戦と脱植民地化・民族自決の推進の動きが錯綜する東南ア
ジア各地の情勢について米国務省は政権内や議会でコンセンサスを形成するために行った「反共の論理」を強調
する言説が政策の「イデオロギー化」を招きアメリカ外交の手足を縛っていく過程を解明した。これは今日にも
通じるアメリカ外交の構造的なパターンを示しており社会的意義も包摂する研究成果として位置づけられよう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
アメリカの東南アジア介入の開始をめぐる先行研究では、例えばローレンスや赤木らの研究

に代表されるように 1950 年インドシナ戦争を行うフランスに対して経済援助を開始したことを
もって、アメリカの東南アジアへの介入の起源とする見解が一般的であった。フランスの軍事・
財政的苦境が深まるにつれて、アメリカはその負担を肩代わりする形で段階的にコミットを深
め、65 年の継続的な北爆の開始でベトナム戦争開始に至る。エスカレーションの過程は地域に
おける冷戦の深化と軌を一にした自然なものと理解されがちであった。 
第二次大戦後アメリカは戦前とは一転してグローバルな関与を広げていくが、（フィリピンを

除く）東南アジアについては、①歴史的に接点がなく知識を欠いており、そもそも殆ど関心を持
っていなかった。②この地域の秩序維持は戦後戻ってきた西欧の植民地宗主国に一任する方針
を堅持しており、現地ナショナリスト政権への秩序ある独立付与（脱植民地化）を期待しつつも、
この地域に自ら関与する意図は持ち合わせていなかった。③アメリカ本国では、議会にも世論に
も、建国の歴史に根ざす反植民地主義が伝統的に強く、不用意に関与すればその逆鱗に触れかね
なかったため、東南アジアへの関与には慎重な姿勢を見せていた。つまり、50 年 5 月にフラン
スのインドシナ戦争に対する本格的な経済援助に踏み切り、50 年 9 月には軍事顧問団（MAAG）
等の派遣にまで至ったのは、極めて大きな路線転換であったと言える。 
そこで、本研究において、アメリカがなぜどのようにこの政策転換を決断したのか検証を目指

し、これまで見落とされる傾向のあった関与の端緒としてのインドネシアに注目した。冒頭で述
べた通り、アメリカのインドシナ関与の開始については、既に多方面から検証が進んでいたが、
東南アジア（旧）植民地・各地域に対するアメリカの政策の相互連関を検証しようとする分析は
殆ど見当たらない。とくに先行研究では、植民地戦争としての色彩が濃いインドネシア独立戦争
と、西欧や中国由来の冷戦の脅威が強調されるインドシナ戦争とは異なる性質のものだと見な
される傾向が強い。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究では、こうしたアメリカの東南アジア政策の転換がいかにして起こったのかを、アメリ
カ・オランダ・イギリスの各国立公文書館の資料に基づいて実証的な検証を目指した。その際、
アメリカの東南アジア政策決定プロセスの構造的特徴に着目し、とりわけ、①この地域の植民地
宗主国である西欧諸国（英蘭仏）がアメリカの関与を求めて強力な外交アプローチを行っていた
こと、②アメリカがインドネシア独立戦争に対して国連を通じた介入を行い、オランダに植民地
放棄を受け入れさせるのに成功したこと、③この地域の真正なナショナリスト政権の育成を目
指した経済・軍事援助のために連邦議会に対して説得工作を行ったことの３点を重視した。 
この過程は、地域への冷戦構造の波及と軌を一にしており、アメリカの東南アジア政策の転換

は、アメリカの外交当局や議会・世論、更には同盟国との相互作用の中で、「アジア冷戦の論理」
が創造・増幅され、アメリカ外交がこれに拘束されて抜け出させなくなるプロセスで起こったと
考えられる。つまり本研究は、東南アジアを舞台に、アメリカ外交において冷戦が「イデオロギ
ー化」するメカニズムを解明することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
 実証的な外交史研究である本研究は、下記のアメリカを中心とする西欧同盟諸国の政府一次
史料に依拠する。多国間の錯綜する外交過程やアメリカ政府内の政策決定を辿るためには、多く
国や政府機関の史料を調査する必要があるが、新型コロナ・パンデミックに伴う渡航規制や水際
措置のため実際の訪問は限定的となった、その代替手段としてアメリカ国務省東南アジア課の
オンライン資料を購読し、その他公開されているオンライン史料の閲覧、刊行史料及び関係政府
高官らの回顧録を精査した。その結果、想定以上の史料を用いて研究を進めることができた。 
 
アメリカ 
The National Archives Records of Administration (College Park, Maryland) 
The Library of Congress (Washington D.C.) 

イギリス 
The National Archives (Kew, London) 

フランス 
Ministère des affaires étrangères (La Cournouvre) 

オランダ 
Nationaal Archief（Den Haag） 

 
 



 
４．研究成果 
 
本研究では、まずアメリカのインドネシア独立戦争への関与からインドシナ戦争への経済・軍

事支援へと展開する軌跡を、欧米各国の政府一次資料に依拠して追い、この 2つの戦争をめぐる
アメリカ外交には強い継続性を見出した。つまり、1949 年夏以降、インドシナ情勢は急変する
が、その対応にあたるアメリカ政府高官らは、その直前に対処を強いられてきたインドネシアを
独立に導いた自らの外交経験や、そこで培った行動準則や戦略にしたがって行動や判断を行っ
ていたことが明らかになった。オランダが 1948 年 12 月にインドネシアで起こした軍事行動（オ
ランダは「警察行動」と称した）に対して、アメリカ国務省が厳しい対応をとり、オランダに植
民地を手放させるまでの経緯は国務省政策企画室政策文書（PPS51）において検証・総括されて、
政策当局者に共有されていたためである。 
 そうした東南アジア政策の決定過程において、国務省は政府内で危機感を共有し政策を遂行
すべく、冷戦と民族自決の要請が絡みあう複雑な東南アジア情勢をわかりやすく単純化・図式化
して説明した。国務省内のヨーロッパ派への説得のみならず、合意形成の最大の難所は議会の支
持獲得であった。議会に対してトルーマン政権が共産主義に弱腰ではなく、「共産主義拡張の脅
威」に対応しているのだと、東南アジア政策でも強調することで、「反共の論理」が浸透し硬直
化していくプロセスを明らかにした。 
 なおアメリカの脱植民地化をめぐる政策と冷戦政策との交錯を世界大（全体像）を解明し、そ
の東南アジア政策を位置づける必要もある。その第一歩として、北アフリカ・旧イタリア植民地
への対応を辿り、東南アジアにおけるアメリカ外交と比較する試論も公表した。 
 以上の研究成果は、５に記載した論文や学会等で既に公表した。加えて現在、英文ジャーナル
などに投稿する論文を準備しているところである。 
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